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一般財団法人日本規格協会 

 

JIS確認の申出に係る審議について 

 

  2023年度に見直し期限を迎える JISについて、第 14回基本分野産業標準作成委員会

（2022年 12月 27日議決）において、2023年度中に改正、確認又は廃止とするかの案を

ご審議いただきました。そのうち、B0021及び B0026については、それぞれ「改正」、

「廃止」とすることで議決されましたが、その後の状況の変化等によって、2023年度中に

「改正」、「廃止」とすることが難しくなってきたため、第 15回基本分野産業標準作成委

員会（2023年 5月 22日議決）にて「確認」に変更することとなりました。 

上記を踏まえ、2023年度中の公示予定を「確認」とする B0021及び B0026について、

JSAウェブサイトに JIS作成予定一覧表の公表を掲載し、利害関係者の意向を確認したと

ころ、利害関係者からのご意見等はありませんでした。 

この結果を踏まえて、別添 1に、作成審議経過等を作成いたしましたので、B0021及び

B0026を「確認」としてよろしいか最終のご審議をお願いいたします。 

委員会において議決された場合には、産業標準化法第 16条において準用する同法第 14

条第 1項の規定に基づき、主務大臣に申出いたします。 

なお、字句等編集上の修正については、産業標準作成委員会事務局に一任いただきます

ようお願いいたします。 

 

注記 1 JIS法令上、別添 1別紙 2の３．③JIS作成予定一覧表の公表、④利害関係者

の産業標準作成委員会への参加の確保及び⑤異議申立ての機会の確保は、主務大

臣に対して申出を行うまでの過程において行うこととしております。審議中又は

審議後に意見等があった場合で、議決結果の変更又は意見等を採用しない場合

は、再度、産業標準作成委員会にお諮りいたします。 

注記 2 「確認」とする理由や JISに関する書誌情報は、JSAウェブサイトに掲載して

いる前回の産業標準作成委員会の審議資料をご参照ください。 

 JSAウェブサイトのURL https://webdesk.jsa.or.jp/jis/W50M0100 



日本産業規格作成審議経過報告書（確認） 

 

１．確認の申出を行う日本産業規格  

JIS B 0021 製品の幾何特性仕様（ＧＰＳ）―幾何公差表示方式―形状，姿勢，位置 

及び振れの公差表示方式 外 1 件（別紙 1 のとおり） 

 

２．確認の申出を行う日本産業規格に係る主務大臣 

経済産業大臣専管 

 

３．確認の理由 

別紙 1 の日本産業規格は、産業標準化法第 17 条の規定による見直し期限を 2023 年度に迎え

るものであるが、認定産業標準作成機関として、関係各方面の意見を調査し検討した結果、現行

の日本産業規格がなお適正であると認められることから、確認すべきものとして申出する。 

 

４．確認の申出を行う日本産業規格の作成及び審議に関する事項 

(1) 認定産業標準作成機関名；一般財団法人日本規格協会（JSA） 

(2) 法令上の区分； 

産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項に基づく申出 

(3) 産業標準作成委員会名； 

基本分野産業標準作成委員会 

(4) 産業標準作成委員会の委員構成表及び開催状況； 

別紙 2 に記載のとおり。 

(5) 作成審議経過 

別紙 2 に記載のとおり。 

 

以上  

別添 1 



別紙 1 

確認の申出を行う日本産業規格 

 

No. 規格番号 規格名称 

1 B0021 製品の幾何特性仕様（ＧＰＳ）―幾何公差表示方式―形状，
姿勢，位置及び振れの公差表示方式 

2 B0026 製図―寸法及び公差の表示方式―非剛性部品 

 

 

 

  



別紙 2 

 

１．産業標準作成委員会の委員構成表  

１．１  基本分野産業標準作成委員会構成員名簿  

  氏名 所属 種別 

（委員長） 山本 浩 埼玉大学 中立者 
 

（委員） 上野 貴由 一般社団法人日本電機工業会 

 上原 実 一般社団法人日本産業機械工業会 
 

大谷 幸利 宇都宮大学 

  橘田 淳一郎 一般財団法人日本品質保証機構 

  越川 哲哉 一般社団法人日本鉄鋼連盟 

  小林 信治 一般財団法人日本色彩研究所 

  鈴木 伸哉 関東学院大学 

  野中 玲子 一般社団法人日本化学工業協会 

  安井 清一 東京理科大学 

（事務局） 内田 富雄 一般財団法人日本規格協会 
 

江本 秀司 一般財団法人日本規格協会 

 

２．委員会開催状況  

開催年月日  委員会区分  出席者数又は回答者数（名）  

2022年 12月 27日  産業標準作成委員会  10/10 

2023年 5月 22日  産業標準作成委員会  10/10 

2023年 6月 XX日 (予定 ) 産業標準作成委員会  〇 /10 

 

３．作成審議経過  

①産業標準案作成対象テーマの審議（JIS 見直しの審議）； 

2022 年 12 月 27 日 産業標準作成委員会議決 

②産業標準案作成対象テーマの審議（JIS 見直しの再審議）； 

2023 年 5 月 22 日 産業標準作成委員会議決 

③JIS 作成予定一覧表の公表； 

2023 年 5 月 24 日～申出予定日（2023 年 8 月上旬）まで JSA ウェブサイト掲載 

④利害関係者の産業標準作成委員会への参加の確保； 

2023 年 5 月 24 日～申出予定日（2023 年 8 月上旬）まで JSA ウェブサイト掲載 

⑤異議申立ての機会の確保； 

2023 年 5 月 24 日～申出予定日（2023 年 8 月上旬）まで JSA ウェブサイト掲載 

⑥産業標準案の作成及び審議（確認の申出に係る審議）； 

2023 年 6 月 XX 日（予定） 産業標準作成委員会議決 

⑦議事録及び委員会資料の公開； 

2023 年 6 月 XX 日（予定） JSA ウェブサイト掲載 

 

４．利害関係者の産業標準作成委員会への参加に関する内容 

 参加： 無 



 

５．異議申立てに関する内容及び結果 

 異議申立ての有無： 無 


